
平
成
三
十
年
三
月
二
十
三
日
受
領

答

弁

第

一

四

一

号

内
閣
衆
質
一
九
六
第
一
四
一
号

平
成
三
十
年
三
月
二
十
三
日

内
閣
総
理
大
臣

安

倍

晋

三

衆

議

院

議

長

大

島

理

森

殿

衆
議
院
議
員
城
井
崇
君
提
出
地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
政
策
効
果
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。



衆
議
院
議
員
城
井
崇
君
提
出
地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
政
策
効
果
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
及
び
二
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
算
定
額
ベ
ー
ス
で
一
億
円
を
超
え
る
特
別
交
付
税
を
受
け
て
い
る
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら

か
で
は
な
い
が
、
特
別
交
付
税
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
平
成
二
十
九
年
総
務
省
令
第
八
十
号
）
に
よ
る

改
正
前
の
特
別
交
付
税
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
五
十
一
年
自
治
省
令
第
三
十
五
号
）
第
四
条
第
一
項
第
一
号
の
表
第
三
十
二

号
及
び
第
五
条
第
一
項
第
三
号
イ
の
表
第
二
十
五
号
に
規
定
す
る
地
域
お
こ
し
協
力
隊
員
の
設
置
等
に
要
す
る
経
費
と
し
て

平
成
二
十
八
年
度
に
算
定
し
た
額
（
以
下
「
二
十
八
年
度
算
定
額
」
と
い
う
。
）
が
一
億
円
を
超
え
た
道
府
県
及
び
市
町
村

の
①
名
称
、
②
二
十
八
年
度
算
定
額
、
③
二
十
八
年
度
算
定
額
の
基
礎
と
な
っ
た
地
域
お
こ
し
協
力
隊
員
の
人
数
及
び
④

「
地
域
お
こ
し
協
力
隊
定
住
状
況
等
調
査
に
つ
い
て
」
（
平
成
二
十
九
年
七
月
五
日
付
け
総
務
省
地
域
力
創
造
グ
ル
ー
プ
地

域
自
立
応
援
課
事
務
連
絡
）
に
よ
り
調
査
し
た
、
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
に
任
期
を
終
了
し
た
地
域
お
こ
し
協

力
隊
員
（
平
成
二
十
七
年
度
以
前
に
任
期
を
終
了
し
た
者
を
含
む
。
）
の
う
ち
活
動
地
と
同
一
の
市
町
村
内
に
定
住
し
た
者

の
割
合
（
小
数
点
第
二
位
を
四
捨
五
入
し
た
数
字
）
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

①
長
崎
県
、
②
一
億
八
百
六
十
六
万
四
千
円
、
③
六
十
人
、
④
五
十
二
・
六
パ
ー
セ
ン
ト

一



①
長
野
県
長
野
市
、
②
一
億
四
百
九
十
四
万
二
千
円
、
③
二
十
五
人
、
④
八
十
七
・
五
パ
ー
セ
ン
ト

①
島
根
県
邑
智
郡
邑
南
町
、
②
一
億
千
九
百
六
十
八
万
四
千
円
、
③
三
十
二
人
、
④
三
十
一
・
八
パ
ー
セ
ン
ト

①
島
根
県
鹿
足
郡
津
和
野
町
、
②
一
億
千
三
百
三
十
万
二
千
円
、
③
三
十
三
人
、
④
十
六
・
七
パ
ー
セ
ン
ト

①
島
根
県
隠
岐
郡
海
士
町
、
②
一
億
二
千
七
百
六
十
五
万
九
千
円
、
③
三
十
三
人
、
④
三
十
六
・
八
パ
ー
セ
ン
ト

①
大
分
県
竹
田
市
、
②
一
億
五
千
二
百
十
六
万
千
円
、
③
四
十
四
人
、
④
四
十
二
・
九
パ
ー
セ
ン
ト

三
に
つ
い
て

御
指
摘
の
「
特
別
交
付
税
と
し
て
措
置
さ
れ
た
事
業
費
の
一
部
を
そ
の
自
治
体
が
プ
ー
ル
し
て
地
域
お
こ
し
協
力
隊
に
関

わ
る
目
的
以
外
に
使
用
」
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
地
方
交
付
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律

第
二
百
十
一
号
）
第
三
条
第
二
項
に
お
い
て
は
、
「
国
は
、
交
付
税
の
交
付
に
当
つ
て
は
、
地
方
自
治
の
本
旨
を
尊
重
し
、

条
件
を
つ
け
、
又
は
そ
の
使
途
を
制
限
し
て
は
な
ら
な
い
。
」
と
規
定
さ
れ
て
い
る
。

四
に
つ
い
て

各
地
方
公
共
団
体
が
置
か
れ
た
状
況
は
様
々
で
あ
り
、
御
指
摘
の
「
活
動
地
と
同
一
市
町
村
内
へ
の
定
住
割
合
」
の
み
に

よ
っ
て
一
概
に
事
業
の
効
果
を
評
価
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
が
、
各
地
方
公
共
団
体
が
地
域
お
こ
し
協
力

二



隊
員
の
定
住
・
定
着
に
向
け
て
更
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
引
き
続
き
適
切
に
支
援
し
て
ま
い
り
た
い
。

三




